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証券コード　8030

2020年６月５日

株 主 各 位
東京都江東区豊洲６丁目６番２号

中 央 魚 類 株 式 会 社
代表取締役会長 伊 藤 裕 康

第73期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼を申しあげます。
　さて、当社第73期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申
しあげます。
　近時、日本政府による緊急事態宣言および東京都による緊急事態措置など、新
型コロナウイルス感染拡大防止のため政府や都道府県知事から外出自粛が強く要
請される事態に至っております。この事態を受け、慎重に検討いたしました結果、
本株主総会につきましては、適切な感染防止策を実施のうえで、開催させていた
だくことといたしました。
　株主の皆様におかれましては、外出自粛が強く要請されている状況にも鑑み、
感染拡大防止の観点から、本株主総会につきましては、極力、書面により事前の
議決権行使をいただき、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご来場
をお控えいただくよう強くお願い申しあげます。
　なお、接触感染リスク低減のため、座席間隔を広げることから、当日入場でき
る株主様の人数を制限させていただくことがございます。
従いまして、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、

同封の議決権行使書用紙に、各議案に対する賛否をご表示いただき、2020年６月
23日（火曜日）午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し
あげます。

なお、株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。何卒、
ご理解くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
記

１．日 時 2020年６月24日（水曜日）午後１時(開始時刻は昨年と変更)
２．場 所 東京都千代田区丸の内三丁目２番１号(会場は昨年と変更)

東京會舘 丸の内本舘（７階）クインス

３．目 的 事 項
報 告 事 項 1.第73期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人
および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2.第73期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

－ 1 －

株主各位
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決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役10名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提
出くださいますようお願い申しあげます。

<株主様へのお願い>
・株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により上記内容
を変更する場合がございます。インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.marunaka-net.co.jp/）より、発信情報をご確認くださいます
よう、併せてお願い申しあげます。

・会場受付で、株主様のため消毒液を配備いたします。
・ご来場の株主様は、マスク持参・着用をお願い申しあげます。
・株主総会の運営スタッフは、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で応
対をさせていただきます。

・本総会においては、報告事項や決議事項のご説明を含めまして、新型コロナ
ウイルス感染防止を目的として、例年より大幅に短縮させていただきます。
株主様におかれましては、事前に招集通知をお目通しいただけますようお願
い申しあげます。

なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に
修 正 が 生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（http://www.marunaka-net.co.jp/）に掲載させていただきます。

－ 2 －
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株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、業績に対応した期末配当を行うことを基本方針としつつ、営業基

盤の強化や財務の健全性あるいは今後の事業展開への備えなどを総合的に勘

案し、安定した配当の継続に意を用いております。

当期の期末配当につきましては、下記のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類　　　　　　金銭

(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき　金60円

配当総額 　金239,690,640円

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2020年６月25日

－ 3 －

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役10名選任の件

取締役11名（全員）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つ

きましては、取締役10名の選任をお願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１

い

伊
とう

藤
ひろ

裕
やす

康

(1934年10月15日生)

1959年３月　当社入社
1977年６月　当社取締役
1989年６月　当社常務取締役
1995年６月　当社専務取締役
1997年６月　当社代表取締役社長
2010年６月　当社代表取締役会長(CEO)、会長

執行役員(現)
＜重要な兼職の状況＞
・一般社団法人 豊洲市場協会代表理事(会長)

85,634株

＜取締役候補者とした理由＞
  長年にわたり水産事業に従事し、1997年より社長として、2010年より会長とし
て陣頭指揮を執ってきました。社内外の人望も厚く、経営全般の適切な監督と意
思決定の能力を有していることから引き続き取締役候補者としております。

２

い

伊
とう

藤
はる

晴
ひこ

彦
(1967年３月17日生)

1990年４月　株式会社ニチレイ入社
2000年４月　当社入社
2008年４月　株式会社ホウスイ 取締役
2008年６月　当社取締役開発部担当
2013年４月　恵光水産株式会社 代表取締役

社長
2013年５月　株式会社水産流通 代表取締役

社長
2013年６月　株式会社ホウスイ 取締役専務

執行役員
2015年６月　当社常務取締役、常務執行役

員、関連事業部担当
2017年６月　当社専務取締役、専務執行役

員、関連事業部担当 兼 管理本
部管掌

2018年４月　当社専務取締役、専務執行役
員、関連事業部担当 兼 管理本
部管掌 兼 第二営業本部本部長

2019年６月　当社代表取締役社長(COO)、社長
執行役員(現)

6,399株

＜取締役候補者とした理由＞
  当社およびグループ会社での経営にあたってきており、2019年より社長として
陣頭指揮を執ってきました。高いリーダーシップと水産事業における深い見識
に基づく経営判断能力を有していることから引き続き取締役候補者としており
ます。

－ 4 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

３

み

三
た

田
 

　
かおる

薫

(1948年12月19日生)

1971年４月　野崎産業株式会社入社
1994年10月　同社大阪支店大阪食品部部長
1996年10月　当社入社
2004年４月　当社海外室ゼネラルマネージャー
2006年６月　当社取締役海外室ゼネラルマネ

ージャー
2012年５月　中央小揚株式会社代表取締役社長
2016年６月　当社顧問
2016年８月　当社顧問 兼 グループ管理室室長
2017年６月　当社取締役、執行役員、管理本

部本部長 兼 グループ管理室室
長 兼 経理部部長

2018年１月　当社取締役、執行役員、管理本
部本部長 兼 マグロ部管掌 兼 
グループ管理室室長 兼 経理部
部長

2018年６月　当社常務取締役、常務執行役
員、管理本部本部長 兼 マグロ
部管掌 兼 グループ管理室室
長 兼 経理部部長 兼 情報シス
テム部部長

2018年７月　当社常務取締役、常務執行役
員、管理本部本部長 兼 マグロ
部管掌 兼 グループ管理室室
長 兼 情報システム部部長

2019年６月　当社取締役副社長、副社長執行
役員、管理本部本部長 兼 グル
ープ管理室室長 兼 情報システ
ム部部長(現)

2,200株

＜取締役候補者とした理由＞
  商社での経験を活かし、当社入社後は海外関連事業部門にて陣頭指揮にあた
り、高い専門性と深い経験、見識を有していることから、引き続き取締役候補者
としております。

－ 5 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

４

まつ

松
もと

本
たか

孝
し

志

(1955年６月６日生)

1974年４月　当社入社
2008年７月　当社鮮魚部ゼネラルマネージャー
2009年４月　当社鮮魚部部長
2010年６月　当社執行役員、鮮魚部部長
2012年６月　当社取締役、執行役員、鮮魚部部長
2015年６月　当社取締役、執行役員、営業本

部本部長 兼 鮮魚部部長
2016年４月　当社常務取締役、常務執行役

員、営業本部本部長
2018年４月　当社常務取締役、常務執行役

員、第一営業本部本部長 兼 マ
グロ部担当 兼 鮮魚部部長

2018年５月　当社常務取締役、常務執行役
員、第一営業本部本部長 兼 マ
グロ部担当 兼 鮮魚部部長、千
葉中央魚類(株)代表取締役社長

2018年６月　当社常務取締役、常務執行役
員、第一営業本部本部長 兼 鮮
魚部部長、千葉中央魚類(株)代
表取締役社長

2019年６月　当社常務取締役、常務執行役
員、営業本部統括 兼 第一営業
本部本部長 兼 鮮魚部部長、千
葉中央魚類(株)代表取締役社長

2020年４月　当社常務取締役、常務執行役
員、営業本部統括 兼 第一営業
本部本部長 兼 鮮魚部部長 兼 
マグロ部部長、千葉中央魚類
(株)代表取締役社長(現)

500株

＜取締役候補者とした理由＞
  当社入社以来長年にわたり水産卸事業の営業に従事し、営業本部長として営業
の陣頭指揮を執ってきており、また全国の荷主からの人望も厚いことから、引き
続き取締役候補者としております。

－ 6 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

５

しま

島
わき

脇
よし

義
とも

知

(1956年１月18日生)

1978年４月　当社入社
2002年４月　当社特種部特種第二課マネージ

ャー
2008年７月　当社特種部ゼネラルマネージャー
2011年６月　当社執行役員、特種部部長
2014年６月　当社取締役、執行役員、特種部

部長
2016年６月　当社取締役、執行役員、業務部

担当 兼 特種部部長
2019年４月　当社取締役、執行役員、特種部

部長
2019年６月　当社取締役、執行役員、特種部

担当(現)

10,100株

＜取締役候補者とした理由＞
  当社入社以来長年にわたり、水産卸売事業、特に特種部での営業に携わり、高
い専門性と深い経験、見識を有していることから、引き続き取締役候補者として
おります。

６

おお

大
す

須
が

賀
 

　
ゆき

幸
 

　
お

夫

(1956年７月20日生)

1979年４月　三洋食品株式会社入社
1981年６月　東海貿易株式会社入社
1987年６月　ユアサフナショク株式会社入社
1989年９月　当社入社
2007年８月　当社冷凍部冷凍第一課マネージ

ャー
2012年６月　当社執行役員、冷凍部部長
2014年６月　当社取締役、執行役員、冷凍部

部長
2016年６月　当社取締役、執行役員、塩干部

担当 兼 冷凍部部長(現)

200株

＜取締役候補者とした理由＞
  長年にわたり水産，食品事業に携わり、当社においても冷凍部として豊かな経
験と高い見識、深い専門性を有していることから、引き続き取締役候補者として
おります。

－ 7 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

７

ふく

福
もと

元
かつ

勝
し

志

(1959年８月23日生)

1983年４月　日本冷蔵株式会社入社
2005年３月　株式会社ニチレイフレッシュへ

転籍
2007年４月　同社執行役員、水産事業本部副

本部長
2011年４月　同社常務執行役員
2014年４月　同社常務執行役員 兼 株式会社

フレッシュまるいち代表取締役
社長

2017年６月　同社取締役専務執行役員
2019年４月　当社執行役員
2019年６月　当社取締役、執行役員、第二営

業本部本部長
2019年９月　当社取締役、執行役員、第二営

業本部本部長 兼 食品安全委員
会委員長(現)

300株

＜取締役候補者とした理由＞
  ニチレイ及び関係会社での長年の水産事業の経験を有しており、またニチレイ
関係会社での経営を踏まえた深い見識も兼ね備えていることから、引き続き取締
役候補者としております。

８

まと

的
の

埜
あき

明
よ

世

(1953年11月９日生)

1977年４月　日本水産株式会社入社
2007年６月　同社取締役
2012年６月　同社取締役常務執行役員
2013年11月　NIPPON SUISAN(U.S.A.),INC.取

締役社長
2015年６月　NIPPON SUISAN(SINGAPORE)
　　　　　　PTE.LTD取締役社長
2017年６月　日本水産株式会社取締役専務執

行役員
2018年３月　同社代表取締役社長執行役員(現)
2018年６月　当社社外取締役(現)
＜重要な兼職の状況＞
・日本水産株式会社　代表取締役社長執行役員

(日本水産株式会社と当社との間には営業上の取

引があります。 )

－株

＜社外取締役候補者とした理由＞
  日本水産株式会社の社長としての深く幅広い知識・経験・洞察力を有してお
り、当社取締役会においても経営全般において適切な監督を行っていることか
ら、引き続き社外取締役候補者としております。

－ 8 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

９

いま

今
むら

村
ただ

忠
のり

如

(1952年１月31日生)

1975年４月　三菱商事株式会社入社
2000年４月　同社水産部長
2007年６月　明治屋商事株式会社代表取締役

社長
2011年７月　三菱食品株式会社取締役兼専務

執行役員・総合企画本部長
2017年１月　株式会社永谷園 取締役副社長
2018年６月　株式会社永谷園ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ専務

取締役専務執行役員(現)
2018年６月　当社社外取締役(現)

－株

＜社外取締役候補者とした理由＞
  株式会社永谷園ホールディングスの専務取締役としての経営の経験、知識、見
識を有し、当社取締役会でも経営全般において適切な監督を行っていることか
ら、引き続き社外取締役候補者としております。

10

あし

足
 

　
かが

利
 

　
けん

健
いち

一
ろう

郎

(1942年８月29日生)

1974年４月　株式会社まるや代表取締役社長
1984年11月　株式会社足利本店代表取締役社

長
2010年12月　株式会社足利本店取締役会長(現)
2018年６月　当社社外取締役(現)
＜重要な兼職の状況＞
・株式会社足利本店　取締役会長

(株式会社足利本店と当社との間には営業上の取

引があります。 )

11,300株

＜社外取締役候補者とした理由＞
  当社取引先でもある株式会社足利本店の会長として長年会社経営に携わり、水
産業界及び経営全般について経験、見識を有し、当社取締役会においても適切な
監督を行っていることから、引き続き社外取締役候補者としております。

 (注) １.当社と営業上の取引がある取引先の代表者である的埜明世氏を除き、各候補者と
当社との間には特別な利害関係はありません。

２.的埜明世氏、今村忠如氏、足利健一郎氏は社外取締役候補者であります。前記の
三氏はともに経済界や水産業界における豊かな経験と見識により当社経営上有用
なご助言をいただけると判断し、社外取締役として選任をお願いするものであり
ます。的埜明世氏、今村忠如氏、足利健一郎氏の当社における社外取締役在任期
間は、本総会終結の時をもってそれぞれ２年となります。なお、今村忠如氏は東
京証券取引所に独立役員として届けております。

－ 9 －

取締役選任議案
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第３号議案　監査役２名選任の件

本総会終結の時をもって、監査役 松山次郎氏は任期満了により、監

査役 松行健一氏は辞任のため退任いたしますので、新たに監査役２名

の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案につきましては監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１

※
はっ

服
とり

部
 

　
あつし

篤
(1965年７月16日生)

1988年４月　株式会社極洋入社

2012年８月　同社東京支社水産加工部長

2015年６月　同社水産加工第２部次長

2016年６月　同社水産加工第２部長（現）

－株

＜社外監査役候補者とした理由＞
　会社経営に直接関与した経験はございませんが、当社取引先でもある株式会社
極洋の水産加工第２部長として水産事業に深い見識と経験を有しており、当社へ
の適切な助言及び監査をしていただくため、新たに社外監査役候補者としており
ます。

２

※
え

海
び

老
はら

原
 

　
えい

英
じ

二
(1959年２月24日生)

1977年１月　柏魚市場株式会社入社

2011年３月　同社営業第２部部長

2015年６月　同社執行役員営業第２部本部長

2017年５月　同社取締役営業第２部本部長

2019年５月　同社取締役総務部長

－株

＜監査役候補者とした理由＞
　当社連結子会社である柏魚市場株式会社の取締役を務め、水産事業に深い経験
と見識を有していることから、当社へ適切な助言及び監査をしていただくため、
新たに監査役候補者としております。

（注）１.※印は新任の監査役候補者であります。
２.各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
３.服部　篤氏は社外監査役候補者であります。
４.海老原英二氏は当社連結子会社の取締役を2020年５月に退任しております。

（ご参考）
　当社では、取締役会の諮問機関として2019年９月に社外取締役を委員長とする任意の
指名報酬委員会（社外取締役、代表取締役、副社長にて構成）を設置し、取締役並びに
監査役の候補者につき審議し、取締役会に答申しております。
　取締役会では、当該答申を受けて候補者の決定をしております。

以　上

－ 10 －

監査役選任議案
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株主各位

新しい優待品のご案内

拝啓　時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

さて、当社では株主の皆様の日ごろのご支援に感謝の意を
込めて、100株以上ご所有の株主様に海産物を贈呈させていた
だいております。本年は、「選べる海産物」として数種類の
海産物より１種類を株主様に選んでいただいたものを発送さ
せていただくことといたしました。
詳細は「第73期定時株主総会決議ご通知」に同封させてい

ただきます。

今後ともどうぞよろしくお願いいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
中央魚類株式会社

メモ
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株主総会会場ご案内図

第一生命
ビル

新東京
ビル

新国際
ビル

交

東京国際
フォーラム

至東京駅

東京国際
フォーラム口

新有楽町
ビル

日比谷濠

日比谷公園

日比谷交差点

日 比 谷 駅(日比谷線)

(有楽町線)B3出口
B2

有楽町ビル

ザ・ペニンシュラ
東京

ルミネ
有楽町

有　楽　町　駅

国際ビル
 

 
 

通
会
館

東京會館皇　

居　

外　

苑

日　

比　

谷　

駅
有 

楽 

町 

駅
中
央
口

電
気
ビ
ル

ビ
ッ
ク

　

カ
メ
ラ

（
都
営
三
田
線
）

○場所 東京都千代田区丸の内三丁目２番１号
東京會舘　丸の内本舘　７階　クインス

○交通 ＜電車でお越しのお客様＞
■JR
・「有楽町駅」東京国際フォーラム口より徒歩５分
  ▶ビル直結の地下コンコースをご利用いただけます

■地下鉄
・東京メトロ有楽町線「有楽町駅」（和光市方面出口）
・都営三田線「日比谷駅」（高島平方面出口）
  ▶ B5出口より直結の地下コンコースをご利用いただけます
・東京メトロ日比谷線「日比谷駅」（北千住方面出口）

（会場が昨年と異なっておりますので、お間違えのないようご注意願います。）

 新型コロナウイルス感染拡大の状況次第では、やむなく会場や開始時刻が変更と
なる場合がございます。その場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.marunaka-net.co.jp/）に掲載いたします。株主の皆様におかれまして
は、事前に、当社のＨＰを必ずご確認ください。

地図
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（第73期定時株主総会招集ご通知添付書類）

第 73 期 報 告 書

(2019年４月１日から

2020年３月31日まで)
事 業 報 告

連 結 貸 借 対 照 表

連 結 損 益 計 算 書

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

連結計算書類に係る会計監査人監査報告

計算書類に係る会計監査人監査報告

監 査 役 会 監 査 報 告

中 央 魚 類 株 式 会 社

表紙
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事　 業　 報　 告

(2019年４月１日から

2020年３月31日まで)
1.　企業集団の現況

(1) 事業の経過およびその成果

当期におけるわが国経済は、期中までは企業業績や雇用情勢に改善がみられ

緩やかな回復基調にありましたが、期末にかけて新型コロナウイルスの感染拡

大の影響で、景気は急速に悪化しました。政府は緊急事態宣言及び緊急経済対

策を講じておりますが、企業活動の停滞により景気が下振れしております。世

界経済は米中貿易摩擦や英国のEU離脱が今後の成長に悪影響を及ぼす懸念に加

え、新型コロナウイルスの蔓延により先行き不透明な状況となっております。

  当社グループが主力事業を展開する水産物卸売市場業界は、水産資源の減少

に加え、大型台風の来襲等の天候不順により魚種によって好不漁の波が顕著に

なったことなどから入荷が不安定となりました。こうしたなか、今期末には新

型コロナウイルス感染症の拡大による経済活動の自粛で高単価水産物の需要が

大きく後退するなど厳しい経営環境となりました。

  こうした状況のもと、当社グループ売上高は主力の水産物卸売事業の伸び悩

みにより193,923百万円(前期比0.9%減)となりました。利益面は貸倒引当金繰

入額の減少や集荷販売費の減少及び豊洲市場への移転関連費用等の減少により、

全事業部門で増益となり、営業利益は1,095百万円(同154.2%増)、経常利益は

1,209百万円(同127.7%増)となりました。親会社株主に帰属する当期純利益は

683百万円(同55.8%増)となりました。

当社グループの事業部門別の概況は次のとおりであります。

＜水産物卸売事業＞

　水産物卸売事業におきましては、養殖ハマチ、養殖マダイ、マアジ、冷凍本

マグロ等の売上高は前年を上回りましたが、冷凍メバチ、冷凍インドマグロ、

いくら、冷凍タラバガニ等は全般的に厳しい販売状況となり、売上高は186,355

百万円(前期比1.8%減)となりました。売上総利益が増加するとともに、貸倒引

当金繰入額の減少、豊洲市場への移転関係費用等が減少したことなどにより、

営業利益は316百万円(前期は198百万円の損失)となりました。

－ 1 －

事業の経過およびその成果
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＜冷蔵倉庫事業＞

冷蔵倉庫事業におきましては、豊洲冷蔵庫の順調な稼働と埼玉県川島物流セ

ンターの営業開始により売上高は6,624百万円(前期比28.7%増)となり、営業利

益は232百万円(同11.4%増)となりました。

＜不動産賃貸事業＞

不動産賃貸事業におきましては、グループ全体で順調に推移した結果、売上

高は553百万円(前期比16.6%増)となり、営業利益は502百万円(同14.8%増)とな

りました。

＜荷役事業＞

荷役事業におきましては、売上高は量販店等への配送業務が増加したため389

百万円(前期比31.5%増)となり、営業利益は45百万円(前期は13百万円の損失)と

なりました。

（事業部門別売上高明細）

事 業 区 分
2 0 1 9 年 度 （ 当 期 ）

前 期 比
金 額 構 成 比

百万円 ％ ％

水 産 物 卸 売 事 業 186,355 96.1 98.2

冷 蔵 倉 庫 事 業 6,624 3.4 128.7

不 動 産 賃 貸 事 業 553 0.3 116.6

荷 役 事 業 389 0.2 131.5

合 計 193,923 100.0 99.1

(2) 設備投資の状況

当期中における当社グループの設備投資の総額は1,124百万円であります。

その主な内容は、水産物卸売事業における(株)せんにちによる川島工場(埼玉県

比企郡川島町)の取得等であります。

－ 2 －

事業の経過およびその成果、設備投資の状況
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(3) 対処すべき課題

政府は新型コロナウイルス感染症拡大防止策として今年4月7日に緊急

事態宣言を発出し、5月4日にはさらに5月末までその期間を延長しました。

その後、緊急事態宣言は解除されましたが、飲食店の営業自粛やイベント

会場の閉鎖が続いており、業務筋を中心とした厳しい販売環境が継続する

ものと思われます。

こうした状況下、水産物卸売事業においては、天然水産物の漁獲量の減

少、海外における水産物需要の高まり、国内においてはカタログやインタ

ーネットを利用した通信販売の増加など市場外流通の拡大もあり、卸売市

場における取扱高の減少に直面しております。当社はこうした流通構造

の変化を機敏に捉え、水産物の安定供給という公共的使命を果たさなけれ

ばなりません。

当社グループは2019年3月に設置された経営改革推進委員会のもとで、

組織再編やコスト削減などの経営改善に取り組むとともに、2019年9月設

置の指名報酬委員会により役員人事・報酬の透明化などガバナンス強化に

努めてまいりました。また、豊洲市場への移転後、高機能化された新市場

を活用しながら、グループ各社の機能を最大限に生かして豊洲市場の内外

での水産物の集荷販売拡大にも注力しております。

さらに、2020年６月に施行される改正卸売市場法の下で卸売業務をどの

ように改善・改革させることが可能なのかを見極めつつ、当社グループ各

社が持つ、冷蔵保管、リテールサポート、荷役、貿易の各機能を有機的に

結び付け、主力事業である水産物の集荷販売をさらに拡充させるべく競争

力を強化していく所存であります。なお、2021年秋には豊海配送センター

の竣工を予定しております。豊洲市場に近接している立地を生かし、効率

的に水産物等を配送することが可能となり、グループ全体の業績拡大を目

指します。

冷蔵倉庫事業におきましては、首都圏で約218,000トンとなる冷凍・冷

蔵保管スペースをより効率的に活用し、グループ各社との連携による集

荷、保管、加工、配送のトータル物流サービスを担いつつ、着実な事業の

拡充を図ってまいります。

不動産賃貸事業におきましては、引き続き、資産の効率的運用の観点か

ら有効活用の検討を進めてまいります。また、現有賃貸物件のサービス向

上やメンテナンス強化等によって高稼働率を維持してまいります。築地

ビル（東京都中央区）の有効活用による新マンションの建築については

2021年４月頃に竣工予定であり、当社は同マンションのうち17戸を賃貸物

件として取得予定です。

－ 3 －

対処すべき課題
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荷役事業におきましては、豊洲市場内での新しい物流に対処すべく体制

を整え、同市場内外で荷役・配送作業が円滑に行われるよう業務の効率化

に向けて合理的な人員配置と経費の節減に取り組む所存であります。

当社グループは、関連事業も含めて卸売市場における公共的使命を担う

企業として食の安全・安心の重要性を従来にも増して強く認識し、消費者

が安心して食することのできる安全な商品の取り扱いに最大限の努力を

してまいる所存です。さらに、コンプライアンスの向上、社会規範の順

守、品質管理の徹底、債権管理強化等による健全な財務体質の構築、商品

の適正在庫量の管理強化、物流費等のコスト削減、顧客ニーズに対応した

新商品開発、グループ内人員配置の適正化、グループ会社間の連携による

拡販などに意を用い取引先各位に信頼され、社会から必要とされる企業グ

ループとして努力してまいります。

なお、新型コロナウイルスへの対策として当社は、役職員に対し検温や

手洗い、消毒、マスク着用義務等の衛生管理を徹底するとともに、濃厚接

触を避けるため、密集、密接、密閉の環境を作らない様、テレビ会議や時

差出勤、テレワークなどのＢＣＰ（事業継続計画）に沿った対策を施して

おります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますよう

お願い申しあげます。

－ 4 －

対処すべき課題
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(4) 直前３事業年度の財産および損益の状況
① 企業集団の財産および損益の状況

区 分
2016年度
第 70 期

2017年度
第 71 期

2018年度
第 72 期

2019年度
第 73 期
（当　期）

売 上 高 (百万円) 201,056 199,915 195,732 193,923
経 常 利 益 (百万円) 1,255 1,111 531 1,209
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(百万円) 471 327 438 683

１株当たり当期純利益(円) 11.80 81.91 109.78 171.09
総 資 産 (百万円) 66,473 65,595 73,533 66,320
純 資 産 (百万円) 24,673 25,063 25,709 24,848

　（注）1.１株当たり当期純利益は、自己株式数控除後の期中平均発行済株式総数に基づき算出して
　　　　　おります。
　　　　2.2017年６月29日開催の第70期定時株主総会の決議により、株式併合の効力発生日（2017年

10月１日）をもって株式の併合(普通株式10株を１株に併合)を行っております。第71期の
１株当たり当期純利益は、当該株式併合が第71期の期首に行われたものと仮定して算定し
ております。

② 当社の財産および損益の状況

区 分
2016年度
第 70 期

2017年度
第 71 期

2018年度
第 72 期

2019年度
第 73 期
（当　期）

売 上 高 (百万円) 112,616 112,560 107,748 102,520
経 常 利 益 (百万円) 481 454 69 469
当 期 純 利 益 (百万円) 701 574 286 458
１株当たり当期純利益(円) 17.55 143.88 71.63 114.83
総 資 産 (百万円) 30,158 31,014 30,839 25,679
純 資 産 (百万円) 15,454 15,767 16,147 14,891

　（注）1.１株当たり当期純利益は、自己株式数控除後の期中平均発行済株式総数に基づき算出して
おります。

　　　　2.2017年６月29日開催の第70期定時株主総会の決議により、株式併合の効力発生日（2017年
10月１日）をもって株式の併合(普通株式10株を１株に併合)を行っております。第71期の
１株当たり当期純利益は、当該株式併合が第71期の期首に行われたものと仮定して算定し
ております。

－ 5 －

直前３事業年度の財産および損益の状況
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(5) 重要な子会社等の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容
百万円 ％

千 葉 中 央 魚 類 株 式 会 社 100 100.0 水産物卸売事業

柏 魚 市 場 株 式 会 社 80 100.0 水産物卸売事業

株 式 会 社 ホ ウ ス イ 2,485 55.2
冷 蔵 倉 庫 事 業
水産物卸売事業

中 央 小 揚 株 式 会 社 20 60.0 荷 役 事 業

　 (注) 連結子会社は、上記重要な子会社４社のほか、(株)水産流通、中央フーズ(株)、(株)せんに
ちを含む７社であります。また、持分法適用関連会社は、オーシャンステージ(株)、船橋魚
市(株)、東京北魚(株)の３社であります。

(6) 主要な事業内容（2020年３月31日現在）

事 業 区 分 事 業 の 内 容

水 産 物 卸 売 事 業
東京都内および千葉県内の公設卸売市場ならびに市場外に
おける水産物およびその加工製品の卸売業等

冷 蔵 倉 庫 事 業 首都圏における冷蔵倉庫業

不 動 産 賃 貸 事 業 保有する不動産の一部の賃貸業

荷 役 事 業 豊洲市場内における水産物等の荷役業

(7) 主要な営業所（2020年３月31日現在）

名 称 営 業 所 名 （ 所 在 地 ）

中央魚類株式会社 本　　社（東京都江東区、豊洲市場）

千葉中央魚類株式会社 本　　社（千葉県千葉市美浜区、千葉市場）

柏魚市場株式会社 本　　社（千葉県柏市、柏市場）

株式会社ホウスイ

本　　社（東京都江東区）
仙台支店（宮城県仙台市）、大阪支店（大阪府吹田市）、
福岡支店（福岡県福岡市）、豊洲冷蔵庫(東京都江東区)、
豊海第一冷蔵庫、豊海第二冷蔵庫、豊海第三冷蔵庫（以上
　東京都中央区）、大井冷蔵庫（東京都大田区）、船橋冷
蔵庫（千葉県船橋市）、市川物流センター、市川流通セン
ター(以上　千葉県市川市)、厚木物流センター（神奈川県
伊勢原市）、川島物流センター(埼玉県比企郡川島町)

中央小揚株式会社 本　　社（東京都江東区）

－ 6 －

重要な子会社等の状況、主要な事業内容、主要な営業所



2020/05/26 17:12:13 / 19597066_中央魚類株式会社_招集通知

(8) 使用人の状況（2020年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前 期 末 比 増 減

名 名

水 産 物 卸 売 事 業 486 (443） 25 （+89）

冷 蔵 倉 庫 事 業 185 （11） 18 （△1）

荷 役 事 業 85 （13） 12 （+3）

合 計 756 (467） 55 （+91）

　（注）1．使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均就業人員を外数で記載
しております。

2．水産物卸売事業の臨時雇用者が大幅に増加しているのは、(株)せんにちによる川島工場の
取得に伴うものであります。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

名 名 歳 年

209 △2 44.2 16.6

　（注) 使用人数は就業人員であり、上記のほか臨時雇用者が1名おります。

(9) 主要な借入先（2020年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

百万円

株 式 会 社 み 　 ず 　 ほ 　 銀 　 行 5,738

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 5,118

城 北 信 用 金 庫 3,398

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 3,392

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,068

－ 7 －

使用人の状況、主要な借入先
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2.　会 社 の 現 況

(1) 株 式 の 状 況 （2020年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 6,240千株

② 発行済株式の総数 4,315千株

③ 株主数 7,250名

④ 大株主

株      主      名 持 　 株 　 数 持 株 比 率

千株 ％

日 本 水 産 株 式 会 社 479 12.0

株式会社 足 利 本 店 296 7.4

株 式 会 社 　 極 　 　 　 洋 214 5.4

株式会社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 198 5.0

株式会社 み ず ほ 銀 行 198 5.0

伊 藤 裕 康 85 2.1

東 洋 水 産 株 式 会 社 81 2.0

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 64 1.6

株式会社 ニ チ レ イ フ レ ッ シ ュ 59 1.5

高 根 キ ミ 47 1.2

(注) 当社は自己株式（320,456株）を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。な
お、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

－ 8 －

株式の状況、新株予約権等に関する事項
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(3) 会社役員に関する事項

① 取締役および監査役の状況（2020年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長

( C E O )
伊 藤 裕 康

会長執行役員

一般社団法人 豊洲市場協会代表理事(会長)

代 表 取 締 役 社 長

( C O O )

伊 藤 晴 彦 社長執行役員

取 締 役 副 社 長 三　田　　　薫 副社長執行役員、管理本部本部長 兼 グル

ープ管理室室長 兼 情報システム部部長

常 務 取 締 役 松 本 孝 志 常務執行役員、営業本部統括 兼 第一営業

本部本部長 兼 鮮魚部部長、千葉中央魚類

株式会社代表取締役社長

取 締 役 島 脇 義 知 執行役員、特種部担当

取 締 役 大須賀　幸　夫 執行役員、塩干部担当 兼 冷凍部部長

取 締 役 山 田 雅 之 執行役員、管理本部副本部長 兼 総務部部長

取 締 役 福 元 勝 志 執行役員、第二営業本部本部長 兼 食品安全

委員会委員長

取 締 役 的 埜 明 世 日本水産株式会社 代表取締役社長執行役員

取 締 役 今 村 忠 如 株式会社永谷園ホールディングス 専務取

締役専務執行役員

取 締 役 足　利　健一郎 株式会社足利本店 取締役会長

常 勤 監 査 役 松 山 次 郎

監 査 役 鎌 倉 照 敏 オーシャンステージ株式会社 代表取締役

社長

監 査 役 松 行 健 一 株式会社極洋 常務取締役東京支社長

監 査 役 澤 野 敬 一

　 (注) 1.2019年6月27日開催の第72期定時株主総会において、山田雅之、福元勝志の両氏は新たに取
締役に選任され、就任いたしました。

　　　  2.2019年6月27日開催の第72期定時株主総会において、澤野敬一氏は新たに監査役に選任さ
れ、就任いたしました。

3.2019年6月27日開催の第72期定時株主総会終結の時をもって代表取締役社長 大滝義彦氏は
任期満了のため代表取締役社長を、取締役副社長 小川征英氏は任期満了のため取締役副社
長をそれぞれ退任いたしました。社外監査役 渡辺 亨氏は辞任により社外監査役を退任い
たしました。

4.取締役 的埜明世、取締役 今村忠如、取締役 足利健一郎の三氏は社外取締役であります。
5.監査役 松行健一、監査役 澤野敬一の両氏は社外監査役であり、取締役 今村忠如氏、監査
役 澤野敬一氏は東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

② 取締役および監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 １３名 152百万円

監 査 役 ５名 17百万円

合 計 １８名 169百万円

（注）1.上記には、2019年6月27日開催の第72期定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役２
名と監査役１名を含んでおります。

2.取締役の支給額には、執行役員報酬が含まれておりません。
3.上記の支給額合計169百万円のうち、社外役員（社外取締役３名、社外監査役３名）に対す

る支給額は25百万円です。

－ 9 －

会社役員に関する事項
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③ 社外役員に関する事項
イ．兼職状況（他の法人等の業務執行者である場合）
・取締役 的埜明世氏は、日本水産株式会社の代表取締役社長執行役員を
兼務しております。なお、当社は日本水産株式会社との間に営業上の取
引があります。

・取締役 今村忠如氏は、株式会社永谷園ホールディングスの専務取締役
専務執行役員を兼務しております。

・取締役 足利健一郎氏は、株式会社足利本店の取締役会長を兼務してお
ります。なお、当社は株式会社足利本店との間に営業上の取引がありま
す。

・監査役 松行健一氏は、株式会社極洋の常務取締役東京支社長を兼務し
ております。なお、当社は株式会社極洋との間に営業上の取引がありま
す。

ロ．主な活動状況
・取締役 的埜明世氏は、当期中に開催された取締役会には14回中12回出
席し、主に水産業界の動向について経営上有益な発言を行っておりま
す。

・取締役 今村忠如氏は、当期中に開催された取締役会には14回中12回出
席し、主に経済界の動向について経営上有益な発言を行っております。

・取締役 足利健一郎氏は、当期中に開催された取締役会には14回中13回
出席し、主に水産業界の動向について経営上有益な発言を行っておりま
す。

・監査役 松行健一氏は、当期中に開催された取締役会には14回中11回出席
し、監査役会には13回中10回出席しております。なお、取締役会におい
ては取締役の職務の執行状況を適宜確認するとともに、監査役会におい
ては監査の実施状況および結果について意見交換を行い、必要な協議を
行っております。

・監査役 澤野敬一氏は、監査役就任以降、当期中に開催された取締役会
には10回中10回出席し、監査役会には10回中9回出席しております。な
お、取締役会においては取締役の職務の執行状況を適宜確認するととも
に、監査役会においては監査の実施状況および結果について意見交換を
行い、必要な協議を行っております。

－ 10 －

会社役員に関する事項
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(4) 会計監査人の状況
① 会計監査人の名称

監査法人 和宏事務所

② 報酬等の額

支 払 額

１）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22百万円

２) 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

44百万円

（注）1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記の報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

2.当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額には、公認会計士法
第2条第1項以外の非監査業務として、「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に
関する特別措置法」に関する認定申請に必要となる確認手続を監査法人に委託した対価が含
まれております。

3.当社監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実
務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の実施状況、及び報酬見積りの算出根拠な
どを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等について同意をしております。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に
関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当
すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任い
たします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集され
る株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いた
します。

－ 11 －

会計監査人の状況
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(5) 業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
① 決議の内容の概要
・ 当該株式会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制（会社法第362条第４項第６号、会社法
施行規則第100条第１項第４号）

　当社は取締役会及び経営会議において、各部門担当取締役及び執行役員
から職務の執行状況について随時報告を求め、コンプライアンス状況をモ
ニタリングする。
　当社は代表取締役社長に直属する部署として業務監査室を設置し、取締
役、執行役員及び使用人の企業活動に係るコンプライアンス状況を把握す
るものとする。また、業務監査室は監査役会及び監査法人と必要な意見・
情報交換を随時行うとともに、内部通報制度を構築し適正な運用を実施す
る。
　当社は財務報告の適正性を確保するため、関連する社内規程等を整え、
財務報告の適正性を確保する方策を策定してこれを継続的に管理・運用す
ることにより、金融商品取引法と関連法令等に基づく内部統制システムを
構築する。
　コンプライアンス上の問題が発生した場合、社外有識者を加えたコンプ
ライアンス委員会に諮って意見を伺い、あるいは弁護士等の専門家の助言
を受けるなどして適切な対応と再発防止策を速やかに実施する。
　当社は市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切関
係しないことを企業倫理として掲げるとともに、反社会的勢力による被害
を防止するため対応部署と責任者を定めて一元的管理を行い、所轄警察署
等と緊密な連携のもと毅然とした態度で対処する。

・ 当該株式会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関す
る体制（会社法施行規則第100条第１項第１号）

　取締役の職務の執行に係る情報は、関係法令や社内規程に則り適切に保
存・管理するとともに、所管部門においては、容易に検索・閲覧ができる
状態を整備するものとする。

・ 当該株式会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
（会社法施行規則第100条第１項第２号）

　当社では、各部門を担当する取締役及び執行役員により、各担当部門に
おいて内在しかつ想定されるリスクを分析し管理することを随時実施す
る。これを経営会議に諮り、全社的にリスク対応のできる体制を整備する
とともに、緊急事態発生時については、経営会議主導による迅速な対応策
を実行できる体制とする。また、リスクの未然防止のために、随時、社内
教育にも力を注ぐこととする。
　業務監査室は各部門の事業監査を通じてリスク管理体制の状況を経営
会議に報告することとする。

－ 12 －

業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
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・ 当該株式会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保す
るための体制（会社法施行規則第100条第１項第３号）

　取締役会は年度計画を策定し、代表取締役は目標達成に向けてこれを遂
行する。その目標を適切に遂行できるよう、毎月１回開催する営業会議等
において全社的浸透を図る。
　職務遂行が適正かつ効率的になされるよう社内決裁基準に則って、社内
各責任者に権限が委譲されるものとする。
　経営会議では取締役及び執行役員の職務執行の進捗状況について随時
報告がなされるものとし、その他経営上の諸問題等について迅速な対応が
とれるよう原則として月２回開催する。

・ 次に掲げる体制その他の当該株式会社並びにその親会社及び子会社か
ら成る企業集団における業務の適正を確保するための体制（会社法第
362条第４項第６号、会社法施行規則第100条第１項第５号）
イ．当該株式会社の子会社の取締役、執行役、業務を執行する社員、会

社法第598条第１項の職務を行うべき者その他これらの者に相当す
る者（ハ及びニにおいて「取締役等」という。）の職務の執行に係
る事項の当該株式会社への報告に関する体制（会社法施行規則第
100条第１項第５号イ）

ロ．当該株式会社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の
体制（会社法施行規則第100条第１項第５号ロ）

ハ．当該株式会社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われ
ることを確保するための体制（会社法施行規則第100条第１項第５
号ハ）

ニ．当該株式会社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令
及び定款に適合することを確保するための体制（会社法施行規則第
100条第１項第５号ニ）

　グループ各社はコンプライアンス体制、リスク管理体制、効率的業務体
制、文書保存体制等についてそれぞれ社内体制を確立するよう努力すると
ともに、これらの体制の実施状況は当社代表取締役へ随時報告がなされ、
必要に応じ適切な指導と支援がなされるものとする。
　グループ各社において不適切な取引その他コンプライアンス上重大な
問題が発生するおそれが生じた場合や会社の財産に著しい損害を及ぼす
おそれが生じた場合は、当社グループの役職員が当社代表取締役又は業務
監査室に直接に通報できる体制を整える。
　グループ全体の経営を統括し適切に管理するため、グループ各社幹部が
出席するグループ会議又はグループ各社代表者が出席するグループ社長
会を原則として毎月１回開催し、それぞれ職務執行状況の報告や重要な経
営施策の検討を行う。
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・ 当該監査役設置会社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くこ
とを求めた場合における当該使用人に関する事項（会社法施行規則第
100条第３項第１号）、当該使用人の当該監査役設置会社の取締役から
の独立性に関する事項及び当該監査役設置会社の監査役の第１号の使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項（会社法施行規則第100
条第３項第１号、第２号、第３号）

　監査役の職務を補助すべき専任の使用人は置かないものの、監査役会の
求めに応じて総務部、経理部の各スタッフがサポートする。
　業務監査室は、監査役会との協議に基づき監査役会の要請する監査を実
施しその結果を監査役会に報告できる体制とする。
　監査役の職務を一定期間、常時補助することとなった使用人は、監査役
会の指揮命令下で行動する。また、当該使用人の人事考課につき、監査役
補助業務に従事した期間分については監査役会が意見を述べることがで
きるようにする。

・ 次に掲げる体制その他の当該監査役設置会社の監査役への報告に関す
る体制（会社法施行規則第100条第３項第４号）
イ．当該監査役設置会社の取締役及び会計参与並びに使用人が当該監

査役設置会社の監査役に報告するための体制（会社法施行規則第
100条第３項第４号イ）

ロ．当該監査役設置会社の子会社の取締役、会計参与、監査役、執行
役、業務を執行する社員、会社法第598条第１項の職務を行うべき
者その他これらの者に相当する者及び使用人又はこれらの者から
報告を受けた者が当該監査役設置会社の監査役に報告するための
体制（会社法施行規則第100条第３項第４号ロ）

　当社グループの役職員は、当社の各監査役及び監査役会の求めに応じて
職務の執行状況を遅滞なく報告し又は必要な資料等を提出しなければな
らないものとする。
　当社グループの役職員は職務の執行に際し、法令・定款・社内規程に違
反する事項その他コンプライアンス上重大な事項又は会社の財産に著し
い損失を及ぼすおそれが発生した場合は、直ちに当社の各監査役又は監査
役会に直接報告することができる体制を整備する。
　当社業務監査室は定期的に当社グループにおける内部監査、コンプライ
アンス、リスク管理との現状を当社の監査役又は監査役会に報告する。
　当社グループの内部通報制度の担当部署は、定期的に当社グループの役
職員からの内部通報の状況について当社の各監査役又は監査役会に報告
する。
ハ．監査役へ前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として

不利な取扱いを受けないことを確保するための体制（会社法施行規
則第100条第３項第５号）

　当社は当社の監査役へ当該報告を行った当社グループの役職員に対し、
当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その
旨を当社グループの役職員に周知徹底する。
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ニ．当該監査役設置会社の監査役の職務の執行について生ずる費用の
前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用
又は債務の処理に係る方針に関する事項（会社法施行規則第100条
第３項第６号）

　当社は、監査役がその職務の執行について当社に対し会社法第388条に
基づく費用の前払い等の請求をしたときは担当部署において審議の上、当
該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認
められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

・ その他当該監査役設置会社の監査役の監査が実効的に行われることを
確保するための体制（会社法施行規則第100条第３項第７号）

　監査役会からの監査基準・計画は取締役、執行役員全員に回覧し監査の
実施に協力する体制をとる。
　監査役会はその求めによって代表取締役との意見交換の場を持つこと
ができる。
　監査役会と業務監査室とは監査の意見・情報交換を随時行う。
　監査役会と業務監査室と監査法人とは必要により連携して監査業務を
遂行する。
　監査役会の監査業務につき独自に弁護士等の専門家の助言を受ける機
会を保障する。
　社内重要会議議事録や稟議書その他監査役会が必要とする文書につい
ては監査役会に遅滞なく回覧される体制を整備する。

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
(会社法第362条第４項第６号、会社法施行規則第118条第２項)

当社及びグループ各社では、継続的に内部統制システムの整備に取り組
んでおります。運用状況につきましては、運用上見出された問題点、改善
及び再発防止策への取り組みを毎月、取締役会及び監査役会に報告、協議
することにより適切な内部統制システムの整備、運用を実施しておりま
す。
また、グループ各社につきましては毎月１回行うグループ関係会議（グ

ループ社長会及びグループ会議）において運用状況の報告がされることに
より内部統制システムの運用状況の把握をしております。

　本報告書に記載した金額および株式数は単位未満の端数を切り捨てて表示し
ております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

前 渡 金

商 品 及 び 製 品

原材料及び貯蔵品

預 け 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

借 地 権

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

退職給付に係る資産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

25,023

7,149

11,088

57

5,520

44

507

1,095

△439

41,296

30,198

21,087

2,187

5,823

725

72

302

2,530

2,101

84

344

8,567

7,062

505

301

171

528

914

△917

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 17,669

支払手形及び買掛金 8,813

短 期 借 入 金 4,940

１年以内返済予定の長期借入金 1,132

未 払 金 149

未 払 法 人 税 等 264

賞 与 引 当 金 225

役 員 賞 与 引 当 金 14

そ の 他 2,129

固 定 負 債 23,802

長 期 借 入 金 19,613

長 期 未 払 金 220

繰 延 税 金 負 債 1,117

役員退職慰労引当金 13

退職給付に係る負債 1,636

そ の 他 1,201

負 債 合 計 41,471

（純資産の部）

株 主 資 本 19,407

資 本 金 2,995

資 本 剰 余 金 1,348

利 益 剰 余 金 15,758

自 己 株 式 △695

その他の包括利益累計額 1,741

その他有価証券評価差額金 1,792

退職給付に係る調整累計額 △51

非支配株主持分 3,700

純 資 産 合 計 24,848

資 産 合 計 66,320 負 債 及 び 純 資 産 合 計 66,320

　（注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 193,923

売 上 原 価 182,572

売 上 総 利 益 11,350

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,254

営 業 利 益 1,095

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 181

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 24

仕 入 割 引 47

そ の 他 80 334

営 業 外 費 用

支 払 利 息 193

そ の 他 26 220

経 常 利 益 1,209

特 別 利 益

補 助 金 収 入 100 100

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 7

減 損 損 失 22 30

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,278

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 345

法 人 税 等 調 整 額 △61 283

当 期 純 利 益 994

非支配株主に帰属する当期純利益 311

親会社株主に帰属する当期純利益 683

　（注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,995 1,348 15,314 △695 18,964

剰余金の配当 △239 △239

親会社株主に帰属する
当期純利益

683 683

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 443 △0 443

当連結会計年度末残高 2,995 1,348 15,758 △695 19,407

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合
計

当連結会計年度期首残高 3,277 △7 3,270 3,475 25,709

剰余金の配当 △239

親会社株主に帰属する
当期純利益

683

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

△1,485 △43 △1,529 224 △1,304

連結会計年度中の変動額合計 △1,485 △43 △1,529 224 △860

当連結会計年度末残高 1,792 △51 1,741 3,700 24,848

　（注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

［連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記］

1.　連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　　　　７社

主要な連結子会社の名称　　　㈱ホウスイ、千葉中央魚類㈱、柏魚市場㈱、

中央小揚㈱、㈱水産流通

(2)非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称　　㈱豊海、㈲マルナカサービス

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも、連結計算書類に重要な

影響を及ぼしていないため除外しております。

2.　持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した関連会社の数及び関連会社の名称

関連会社の数　　　　　　　　３社

主要な関連会社の名称　　　　船橋魚市㈱、オーシャンステージ㈱

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況

持分法を適用しない主要な非連結子会社の名称　㈱豊海、㈲マルナカサービス

持分法を適用しない主要な関連会社の名称　　　北海道ペスカ㈱

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合

う額)等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため除外

しております。

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度末は、連結決算日と一致しております。

4.　会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産

商品及び原材料……………　　個別法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定しております。）

製品…………………………　　先入先出法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定しております。）

－ 19 －
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②有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…………　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの…………　　移動平均法による原価法

③デリバティブ…………………　　時価法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定率法（但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）及び2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定

額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　建物及び構築物　　　10～47年

②無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウエアについて社内における利用可能期間（５年間）に基づ

く定額法を採用しております。

③リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見積額

を計上しております。

②賞与引当金

　当社及び一部連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき当連結会計年度の負担額を計上しております。

③役員賞与引当金

　一部連結子会社は役員の賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。

④役員退職慰労引当金

　一部連結子会社は役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による期末退職

慰労金の要支給額を計上しております。
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(4)退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間

に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

　過去勤務費用は、原則として、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に

計上しております。

　なお、一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法

を適用しております。

(5)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　金利スワップは特例処理の要件を充たしているので、特例処理を採用しており

ます。また、為替予約取引については振当処理を行っております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……………金利スワップ・為替予約

ヘッジ対象……………借入金の利息・外貨建債権債務

③ヘッジ方針

　為替変動リスク及び金利変動リスクを回避するために行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を充たしているので連結決算日における有効性

の評価を省略しております。また、為替予約は、ヘッジ手段の変動額の累計額と

ヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有効性の判断を行っております。

(6)のれんの償却に関する事項

のれんは、10年で均等償却しております。

(7)消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

－ 21 －

連結注記表



2020/05/26 17:12:13 / 19597066_中央魚類株式会社_招集通知

［連結貸借対照表に関する注記］

1.　担保に供している資産及び担保に係る債務

(1)担保に供している資産

建物及び構築物 13,715百万円

機械装置及び運搬具 1,287百万円

土地 3,195百万円

(2)担保に係る債務

1年以内返済予定の長期借入金

長期借入金

1,019百万円

19,545百万円

2.　有形固定資産の減価償却累計額 19,104百万円

　　　上記減価償却累計額には、減損損失累計額186百万円が含まれております。
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［連結株主資本等変動計算書に関する注記］

1.　当連結会計年度末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 4,315千株

2.　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増　　加 減　　少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 320 0 － 320

　　（変動の事由概要）

　　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

3.　剰余金の配当に関する事項

(1)配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2019年６月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 239 60.0 2019年３月31日 2019年６月28日

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度

　 となるもの

2020年６月24日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項

を次のとおり付議する予定であります。

①配当金の総額 239百万円

②１株当たり配当額 60.0円

③基準日 2020年３月31日

④効力発生日 2020年６月25日

なお配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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［金融商品に関する注記］

1.　金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金及び預け金等に限定し、銀行

等金融機関からの借入により資金を調達しております。また、デリバティブは、後

述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であり

ます。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低

減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式につい

ては四半期ごとに時価の把握を行っております。非上場株式については定期的に財

務諸表を取り寄せ、財務内容を把握しております。

　支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。営業債務の一

部に原料等の輸入に伴う外貨建て債務があり、為替の変動リスクに晒されておりま

すが、将来の為替相場による損失を回避するため、為替予約取引において、財務上

発生している為替リスクをヘッジし、リスク管理を効率的に行うためデリバティブ

取引を導入しています。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一

部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の

固定化を実施しております。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、実需の範

囲で行うこととしております。

2.　金融商品の時価等に関する事項

　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額（＊）

時価（＊） 差額

(1) 現金及び預金 7,149 7,149 －

(2) 受取手形及び売掛金 11,088 11,088 －

(3) 預け金 507 507 －

(4) 投資有価証券

その他有価証券 5,537 5,537 －

(5) 支払手形及び買掛金 （8,813) （8,813） －

(6) 短期借入金 （4,940） （4,940） －

(7) 長期借入金 （20,745） （21,485） (739)

(8) デリバティブ取引 － － －

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)預け金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(4)投資有価証券

これらの時価について、取引所の価格によっております。

(5)支払手形及び買掛金、(6)短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

(7)長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いて算出する方法によっております。変動金利に

よる長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワ

ップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適

用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算出する方法によっており

ます。なお、１年以内返済予定の長期借入金を含めております。

(8)デリバティブ取引

金利スワップの特例処理及び為替予約の振当て処理によるものは、ヘッジ対象

とされている長期借入金及び営業債務と一体として処理されているため、その

時価は、当該長期借入金及び営業債務の時価に含めて記載しております。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額812百万円）及び関係会社株式(連結貸借対　

　　　照表計上額712百万円)は、市場価額がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見　

　　　積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

　　　　「(4)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

［賃貸等不動産に関する注記］

1.　賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部連結子会社では、東京都その他の地域において、主に賃貸用の建物

等（土地を含む）を有しております。

2.　賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

1,386 3,155

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であ

ります。

（注２）当期末の時価は、一定の評価額または市場価額を反映していると考えられる

指標に基づく価額であります。

［１株当たり情報に関する注記］

1.　１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,293円99銭

2.　１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 171円09銭

［重要な後発事象に関する注記］

　該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（2020年３月31日現在）

（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

荷 主 前 渡 金

商 品

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

備 品

リ ー ス 資 産

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

前 払 年 金 費 用

差 入 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

12,053

3,694

4,488

57

3,504

399

130

△221

13,625

2,098

1,227

68

20

709

72

1,630

1,397

181

51

9,897

5,538

2,169

1,649

556

145

824

△986

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 8,620
受 託 販 売 未 払 金 188
買 掛 金 2,964
短 期 借 入 金 4,600
１年以内返済予定の長期借入金 112
未 払 費 用 277
賞 与 引 当 金 74
そ の 他 403

固 定 負 債 2,167
長 期 借 入 金 68
預 り 保 証 金 567
繰 延 税 金 負 債 903
退 職 給 付 引 当 金 505
長 期 未 払 金 113
そ の 他 9

負 債 合 計 10,788
（純資産の部）

株 主 資 本 13,252
資 本 金 2,995
資 本 剰 余 金 1,342
資 本 準 備 金 1,337
そ の 他 資 本 剰 余 金 5
利 益 剰 余 金 9,613
利 益 準 備 金 748
そ の 他 利 益 剰 余 金 8,864
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 124
別 途 積 立 金 6,850
繰 越 利 益 剰 余 金 1,889

自 己 株 式 △699
評価・換算差額等 1,638

その他有価証券評価差額金 1,638

純 資 産 合 計 14,891
資 産 合 計 25,679 負債及び純資産合計 25,679

　（注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 102,520

売 上 原 価 98,043

売 上 総 利 益 4,477

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,324

営 業 利 益 153

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 303

そ の 他 48 352

営 業 外 費 用

支 払 利 息 24

そ の 他 12 36

経 常 利 益 469

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 7 7

税 引 前 当 期 純 利 益 461

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 13

法 人 税 等 調 整 額 △10 2

当 期 純 利 益 458

　（注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2019年４月１日から
2020年３月31日まで)

(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

固 定 資 産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 2,995 1,337 5 748 128 6,850 1,667 △699 13,033

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △239 △239

当期純利益 458 458

自己株式の取得 △0 △0

固定資産圧縮積立金
の取崩

△3 3 －

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △3 － 222 △0 218

当 期 末 残 高 2,995 1,337 5 748 124 6,850 1,889 △699 13,252

評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 3,113 16,147

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △239

当期純利益 458

自己株式の取得 △0

固定資産圧縮積立金
の取崩

－

株主資本以外の項目の
当期中の変動額(純額)

△1,475 △1,475

当 期 変 動 額 合 計 △1,475 △1,256

当 期 末 残 高 1,638 14,891

　（注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 28 －

株主資本等変動計算書



2020/05/26 17:12:13 / 19597066_中央魚類株式会社_招集通知

個別注記表

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

1.　資産の評価基準及び評価方法

(1)たな卸資産

商品………………………………　　個別法に基づく原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定しておりま

す｡ ）

(2)有価証券

子会社株式及び関連会社株式…　　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの…………　　期末決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定して

おります。）

時価のないもの…………　　移動平均法による原価法

2.　固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用

しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　建物　　10～47年

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウエアについて社内における利用可能期間（５年間）に基づく

定額法を採用しております。

(3)リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3.　引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定債権については会社所定の基準により計算した金額を計上して

おります。

(2)賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年

度負担額を計上しております。

－ 29 －
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(3)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

　なお、過去勤務費用は発生時から、数理計算上の差異は発生時の翌事業年度から

それぞれ10年の定額法により費用処理しております。

4.　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

［貸借対照表に関する注記]

1.　有形固定資産の減価償却累計額 2,041百万円

2.　関係会社に対する短期金銭債権 518百万円

3.　関係会社に対する長期金銭債権 1,242百万円

4.　関係会社に対する短期金銭債務 1,686百万円

5.　有形固定資産の圧縮記帳額 15百万円

［損益計算書に関する注記］

関係会社との取引高

　営業取引による取引高

売上高 8,077百万円

仕入高 624百万円

販売費及び一般管理費 468百万円

営業取引以外の取引高 153百万円

［株主資本等変動計算書に関する注記］

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増　　加 減　　少 当事業年度末

普通株式(千株) 320 0 － 320

（変動の事由概要）

自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

－ 30 －
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［税効果会計に関する注記］

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

貸倒引当金 369百万円

退職給付引当金 154百万円

長期未払金 34百万円

賞与引当金 22百万円

投資有価証券評価損 332百万円

その他 20百万円

繰延税金資産小計 936百万円

評価性引当額 △898百万円

繰延税金資産合計 37百万円

（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △55百万円

前払年金費用

その他有価証券評価差額金

△170

△715

百万円

百万円

繰延税金負債合計 △941百万円

繰延税金負債の純額 △903百万円

－ 31 －
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［関連当事者との取引に関する注記］

(1)親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の
名 称

事業の
内容又
は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

法人主

要株主
日本水産㈱

水 産 物
卸売事業

被所有直接
12.0

－
商品の
販売・
仕入

商品の販売 83 売掛金 8

商品の仕入 2,365 買掛金 144

（注)取引条件及び取引条件の決定方針等

商品の販売については、当社と資本関係を有しない他の取引先と同じ取引

条件、価格は同じ決定方法によっております。

(2)子会社等

種類
会社等の
名 称

事業の
内容又
は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社

柏魚市場㈱
水 産 物
卸売事業

所有直接
100.0

兼任
２名

商品の
販売・
仕入等

資金の借入 1,500 短期借入金 1,500

利息の支払 10 未払利息 0

㈱ホウスイ

水 産 物
卸売事業
冷蔵倉庫
事 業

所有直接
55.2

兼任
３名

商品の
販売・
仕入等

資金の回収 159
長期貸付金

短期貸付金

1,242

159

利息の受取 13
未収利息 2

中央フーズ㈱
水産物卸
売 事 業

所有
直接40.0
間接60.0

兼任
２名

商品の
販売・
仕入等

商品の販売 6,692 売掛金 309

（注)取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 商品の販売については、当社と資本関係を有しない他の取引先と同じ取引

条件、価格は同じ決定方法によっております。

(2) 借入金利は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(3) 貸付金利は、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

－ 32 －
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(3)役員及び個人主要株主等

種類
会社等の
名 称

事業の
内容又
は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及

びその

近親者

が議決

権の過

半数を

所有し

ている

会社等

㈱足利本店
鮮魚卸売
事 業

被所有直接
7.4

－
鮮魚等
の仕入

商品の仕入 384

買掛金

受託販売未
払金

0

0

（注)取引条件及び取引条件の決定方針等

商品の販売については、当社と資本関係を有しない他の取引先と同じ取引

条件、価格は同じ決定方法によっております。

［１株当たり情報に関する注記］

1.　１株当たり純資産額 3,727円57銭

2.　１株当たり当期純利益 114円83銭

［重要な後発事象に関する注記］

　該当事項はありません。

－ 33 －
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年５月20日

中央魚類株式会社

取 締 役 会  御  中

監 査 法 人  和 宏 事 務 所

東京都千代田区

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 大 嶋 　 豊 

業務執行社員 公認会計士 鹿 倉 良 洋 

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、中央

魚類株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日までの連
結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中央
魚類株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計
算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

－ 34 －
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責
任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の

前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及

び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体

としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書に
おいて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の
意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要
性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評
価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性につい
て意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。

－ 35 －
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、
並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか
結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書
類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証
拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一
般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価す
る。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び
連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を
入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、
監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査
意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の

範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性について

の我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間

には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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計算書類に係る会計監査人監査報告

独立監査人の監査報告書

2020年５月20日

中央魚類株式会社

取 締 役 会 御  中

監 査 法 人  和 宏 事 務 所

東京都千代田区

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 大 嶋 　 豊 

業務執行社員 公認会計士 鹿 倉 良 洋 

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づ

き、中央魚類株式会社の2019年４月１日から2020年３月31日
までの第73期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般

に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計
算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な
点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ

る監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における
当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手したと判断している。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前

提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうか
を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及

び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体

としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監

査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家とし
ての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評
価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続
を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、監査に関連する内部統制を検討する。
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・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、
並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及
び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め
られる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算
書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか
どうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の
表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引
や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の

範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の
重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性について

の我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並
びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第73期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

(2)　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎
通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。

　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁
書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査
役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決
議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。

　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）
及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 40 －
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2.　監 査 の 結 果
(1)　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま
す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締
役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2)　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人　監査法人和宏事務所の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

(3)　連結計算書類の監査結果
会計監査人　監査法人和宏事務所の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

2020年５月23日

中央魚類株式会社 監 査 役 会

監査役(常勤) 松 山 次 郎 
監査役 鎌 倉 照 敏 
監査役(社外) 松 行 健 一 
監査役(社外) 澤 野 敬 一 

以　上
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